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 社会を変革する
 エネルギー・環境イノベーション
サステイナブルな未来に貢献するR&Dへ 
創業当初から電力・エネルギー事業に取り組む日立は，国の政策や社会のニーズに応え，
事業と一体となってこの分野の研究開発を推進してきた。
戦前は，発電機や変圧器など電力機器の開発によって全国の電源開発に貢献し，
戦後は電力需要の増大に対応するため，水力・火力・原子力の大型電源を開発してきた。
さらに新エネルギー分野でも，風力・太陽光・太陽熱発電システムなど多岐にわたる技術開発をリードした。
現在，地球環境問題への対応をいち早く進め，再生可能エネルギー拡大に対応した系統安定化や
エネルギーマネジメントなどの技術開発とともに，国内外の実証プロジェクトを遂行している。

Energy/Environment
Chapter 2

茨城県神栖市 5.2MWダウンウィンド風力発電システム「HTW5.2-127実証機」
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未来のエネルギーの 
あり方を探って

　地球温暖化が深刻化する中で，世界的に

再生可能エネルギーの拡大や分散型エネル

ギーシステムへの移行が進んでいる。エネ

ルギー問題の課題解決にあたっては，こう

した再生可能エネルギーの割合を増やすだ

けでなく，エネルギーの使用の最適化，す

なわちスマート化がカギを握る。日立は，

国内外でエネルギーのスマート化に関わる

プロジェクトを展開しながら，来るべきエ

ネルギー・環境問題の最適解を探る取り組

みを続けている。それを代表するのが，国

内の柏の葉スマートシティ，海外の米国ハ

ワイ州マウイ島でのスマートグリッド実証

事業の二つである。

　柏の葉スマートシティのプロジェクトは，

「世界の未来像」を創造すべく，安全・安

心・サステイナブルな街の実現をめざした

ものである。2010年から参画した日立は，

この次世代都市のモデルづくりにおいて，

街の安全・安心な生活を支えるエネルギー

分野を担っている。具体的には，電力や水，

ガスなどの需給を地域全体で見える化し，

エネルギーの一元管理や需要予測，需給情

報 の 提 供 を 行 う AEMS（Area Energy 

Management System）を開発・構築した

（［1］ 参照）。また，AEMSから分散電源管

理設備までを連携させることにより，電

力・エネルギーの融通を可能にした。この

国内初の試みでは，平常時は分散電源の電

力を街区間で融通し合うことで街全体のピ

ークカットを実現し，災害時には生活の維

持に必要な施設や設備に電力を供給するこ

とで防災力の強化につなげている。

　一方，マウイ島での取り組みは世界最先

端の離島型スマートグリッドの実証である。

マウイ島を含むハワイ州は，消費エネルギ

ーの90％を化石燃料に頼っている現状か

ら脱却するため，再生可能エネルギーの導

入を進めている。そこで生じる電力系統の

諸問題への対応が実証の主な目的だ。全体

の取りまとめとスマートグリッド環境の構

築を担った日立は，島内で大量の普及が見

込まれるEV（Electric Vehicle）にまず着

目した。EVの蓄電機能を余剰電力の吸収と

再生可能エネルギーの安定化に用いること

により，化石燃料に依存しないエネルギー

インフラを構築。実証サイトでは，島に設

置されている風力発電システムと電力系統

を用いて，ITを活用しながら，配電系統や需

要家側負荷の制御，複数タイプの急速充電

器を含めたEVの運用・充電システムの実

証を進める。最終的には，充放電型のEVを

活用したVPP（Virtual Power Plant）技術

の確立をめざす（［2］ 参照）。

今後のトレンドは 
分散化・電化・デジタル化

　これら二つの取り組みのような，地域系

統システムによる分散化は，再生エネルギ

ーの拡大に伴って今後さらに加速していく

だろう。

　他方，エネルギー関連の最新の動向に，

自動車分野の電化がある。ここ1年の間，

欧州に続き，世界最大のCO2排出国である

中国などもEVシフトを打ち出した。日本

の例でいえば，自動車が排出するCO2は全

部門の15％に達しており，EVシフトはCO2

削減に大きく貢献する（［3］ 参照）。また，

自動車などの運輸部門以外にも，冷暖房や

給湯，調理など，化石燃料による熱エネル

ギーを利用している分野にも電化が波及し

ていくと考えられる（［4］ 参照）。

　さらに，デジタル化の波が電力分野にも
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ハワイ州マウイ島では，EVのバッテリを活用した余剰エネル
ギー吸収や周波数変動のコントロールを実施している。200
台超のEVとキヘイ地区40軒の住民を対象にした実証であ
り，500台超のEVを活用したEVバーチャルパワープラントの
確立を最終的な目標としている。

［1］ 柏の葉スマートシティのエリアエネルギー管理システム

［2］ 米国ハワイ州マウイ島でのスマートグリッド実証

エネルギー使用量を一括で収集・管理し，エネルギー需要を予測しながら地域全体として
効率よく運用する。また，災害などによる停電時には最小限の必要電力を供給する。

センターの制御システム，配電系統に設置した制御用機器とEV運用・充電制御といった 
需要家側の機器をつなぎ，電圧などに異常があれば自律的に制御する仕組みを構築している。

AEMS（Area Energy Management System），BEMS（Building Energy Management System），
HEMS（Home Energy Management System），PV（Photovoltaics），LiB（Lithium-ion Battery）
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押し寄せてきた。2016年，資源エネルギ

ー庁が有識者や電力会社をメンバーとする

「電力インフラのデジタル化研究会」を設置

したことも表れの一つだ。各電力会社は，

発電分野でのデータを活用した高効率運転，

送配電分野での新たな技術を用いた高度な

きた日立も，今後は電力・エネルギーに関

するノウハウやデジタル化技術を駆使し，

顧客との協創によって最適なソリューショ

ンを提供していく考えである。こうした電

力インフラのデジタル化の必然性について，

エネルギーイノベーションセンタ センタ

長の森田歩は，機器の制御を例に説明する。

「これまでは発電所からオフィスや工場，

家庭までをつなぐ電力機器だけを制御する

時代でした。しかし今後は，電力を使用す

る需要家までも視野に入れて制御する必要

が出てきます。制御対象がモノから人へ変

化することによって，指数関数的に規模が

大きくなることから，デジタル化が不可欠

なのです。日立は，風力発電システムなど

でのIoT（Internet of Things）によるオン

ライン診断の開発をはじめ，オールデジタ

ライゼーションをキーテクノロジーとして，

電力インフラに関わる制御など多方面にわ

たる研究開発を進めています」（［5］ 参照）

黎明期から日本の電化を 
支えてきた日立

　ここで，100年以上に及ぶ日立のエネル

ギー分野の取り組みを振り返ってみたい。

1910年，久原鉱業所日立鉱山で創業した

日立製作所の最初の製品は，5馬力誘導電

動機および5kVA単相変圧器で，変圧器は

初めて「日立マーク」が表示され，外部に

も販売された。1912年，東京市に電灯が

ほぼ完全普及し，1914年には猪苗代水力

発電所が完成，翌年に東京まで228kmの

長距離送電を開始するなど，日本でも一気

に家庭・工場の電化が本格的にスタートし

た時期である。

　創業以来，日立は利根発電岩室発電所向

け1万馬力水車，逓信省向け35万V試験変

圧器などの製品を次々と受注・製作したの

をはじめ，1920年に株式会社として独立

した後も，鉄道省千手発電所に水車・発電

機・変圧器など設備一式を納入するなど，

明治末期から昭和にかけて産業の基礎とな

る電力の充実に大いに貢献してきた。また，

1941年，ブラジル・マカブ発電所向けに

3,300kVA水車，3,750kVA交流発電機を

製作・納入，戦前からグローバルに電力事

業を展開していたことも特筆に値する

（［6］ 参照）。

日本の各部門における二酸化炭素排出量 運輸部門における二酸化炭素排出量

内訳

※電気事業者の発電の伴う排出量，熱供給事業者の熱発生に伴う排出量はそれぞれの消費量に応じて最終需要部門に配分
※端数処理の関係上，合計の数値が一致しない場合がある。
※温室効果ガスインベントリオフィス「日本の温室効果ガス排出量データ（1990～2015年）確定値」より国土交通省環境政策課作成

・ 自動車全体で
   運輸部門の86.1％
   （日本全体の15.0％）
・ 旅客自動車は
   運輸部門の50.4％
   （日本全体の8.8％）
・ 貨物自動車は
   運輸部門の35.8％
   （日本全体の6.2％）

バス　431万t《2.0％》

タクシー　307万t《1.4％》

内航海運　1,051万t《4.9％》

航空　990万t《4.6％》

鉄道　916万t《4.3％》

その他
1億5,800万t
《12.9％》

産業部門
4億1,100万t
《33.5％》

家庭部門
1億7,900万t
《14.6％》

自家用貨物車
3,633万t

《17.0％》

営業用貨物車
3,994万t

《18.7％》

自家用乗用車
1億12万t

《46.9％》

業務その他部門
2億6,500万t
《21.6％》

運輸部門
（自動車，船舶など）
２億1,300万t
《17.4％》

CO2総排出量
12億2,700万t
（2015年度）

出典：国土交通省
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［4］ 電力需要試算における電化率と代替機器の設定条件

［5］ デジタル技術を活用した協創型エネルギーソリューションの提供

［3］ 運輸部門における二酸化炭素排出量（内訳）
日本の二酸化炭素排出量のうち，運輸部門からの排出量は17.4％を占め，自動車全体では
運輸部門の86.1％（日本全体の15.0％）を排出している。

最終エネルギー消費における電化率は30％（2013年）から69％（2050年）に上昇する。

これまで培ってきた電力・エネルギーに関するノウハウやデジタル化技術を活用し，
顧客との協創により最適なソリューションを提供していく。

保守・管理，小売分野でのデータを駆使し

た新サービスへの展開など，現在，国内外

で始まりつつある取り組みをさらに推し進

めていくことになる。従来，電力システム

を構成する機器の省エネルギー化や発電プ

ラントの高効率化などを中心に取り組んで

出典：東京電力パワーグリッド株式会社「低炭素化に向けた電力システムの方向性と課題」

部門 現状電化率
（2013年）

電化ポテンシャルの設定値
（2050年） 代替電気機器

民生 53% 100% ー

家庭 49% 100% ●暖房，給湯用途→ヒートポンプ
●厨房用途→IH

業務 59% 100% ●冷暖房，給湯→ヒートポンプ
●厨房用途→IH

運輸 2% 航空 ・ 海運以外100％
（現在の運輸部門の約90％に相当） ●ガソリン車 →EV

産業 31% 直接加熱用途以外100％
（現在の産業部門の約56％に相当）

●工場空調・加温・100℃未満の乾燥ボイラ→ヒートポンプ
●上記以外の蒸気用途→IH
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　1934年，自社製品の改良をめざして日

立研究所を創設し，研究開発にも力を入れ

始める（［7］ 参照）。そのルーツは，言うま

でもなく1918年に設置された試験課の研

究係であるが，当時，水力実験室において

模型水車の性能試験を行いながら発電所機

器の研究を続けていた伝統を受け継ぎ，故

障原因の解明に力を尽くすとともに，製品

の改善にまで踏み込んだ。その点で，主力

事業となった電力事業と研究開発は一体と

なって進められたと言ってよい。

大容量化から 
経済性・環境性重視へのシフト

　1950年代からは，経済成長に伴う電力

需要の増大を背景に，大型水力・大型火力

の開発に注力した。佐久間発電所用のフラ

ンシス水車（［8］ 参照），仙台火力発電所用

の火力発電機は，その代表的な製品である。

　一方，戦後まもなく中央研究所が原子炉

の基礎研究に着手し，1957年には日立工

場に原子力開発部を設置，原子力の平和利

用の推進にも取り組んだ。島根原子力発電

所のプロジェクトに参画して，1974年に

国産第1号の商用炉の運転開始に貢献した

ことも大きな成果の一つである（［9］ 参

照）。この原子力関連の研究においては，コ

ーポレートラボとしてハブ機能を持つ日立

研究所と中央研究所に加え，1978年に創

設されたエネルギー研究所の力によるとこ

ろも大きい。また1974年，オイルショッ

クを契機に国のエネルギー政策が見直され

たことからスタートした「サンシャイン計

画」にも当初から参画し，太陽・地熱・水

素などの多岐にわたる新エネルギー技術の

研究開発を推し進めた。

　その後，1990年代には時代の要請に応

え，経済性・環境性を重視した取り組みへ

シフトしていく。1992年，ブラジル・リ

オデジャネイロでの地球サミット以降，地

球環境問題がグローバルな問題として認識

されるようになり，社会全体に環境重視の

傾向が強まった。そんな中，日立は高効率

な石炭火力をはじめ，風力や太陽光などを

用いた再生可能エネルギーシステム，ITを

活用して電力供給を最適化するスマートグ

［6］ 鉄道省千手発電所（左），ブラジル・マカブ発電所（右）の発電設備

Energ y/Env i ron ment

［7］ 日立研究所の外観と研究開発活動

1995年入社，電力・電機開発研究所, 日立
研究所を経て，現在，研究開発グループに
おける電力･エネルギー分野の取りまとめ
に従事。

森田 歩
エネルギーイノベーションセンタ
センタ長

［8］ 佐久間発電所用の10万kW立軸
　　フランシス水車

［9］ 教育訓練用原子炉（左）と島根原子力発電所（右）
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リッド，大規模な蓄電技術など，「低炭素社

会」の電力安定供給に向けた取り組みを加

速させていったのである。

　100年以上に及ぶ日立のエネルギー分野

の歩みを振り返り，電力・エネルギー業務

統括本部 CTOの西野由高は語る。

「日立の電力インフラ事業は，水力発電か

ら始まって，火力，原子力へと，日本の電

源構成の変遷，つまり国のエネルギー政策

と社会のニーズに合わせて進展してきまし

た。その中で研究所は常にその一歩先をめ

ざし，さまざまな国家プロジェクトへの参

画などを通じて技術力・エンジニアリング

力を培ってきました。サンシャイン計画で

取り組んだ太陽光発電や燃料電池の要素技

術が，その後の再生可能エネルギーなどの

成果につながっていったのです」

「脱炭素化」の世界的潮流に 
応える取り組み

　そして現在，エネルギー分野に変革を促

す出来事が国内外で起こっている。一つは，

「脱炭素化」を加速させる国際的なトレンド

だ。2015年に国連サミットで採択された

SDGs（持続可能な開発目標）は，2030年

までの国際社会共通の目標として掲げられ

たもので，17の目標のうちには「エネルギ

ーをみんなに そしてクリーンに」，「気候変

動に具体的な対策を」をはじめ，環境への

取り組みを推進することで解決につながる

項目も数多い（［10］参照）。また，2015

年にCOP21（国連気候変動枠組条約第21

回締約国会議）で「パリ協定」が採択され

たのを受け，世界各国は自主削減目標を掲

げ，温室効果ガス削減の取り組みを始めて

いる。

　日本では，SDGsやパリ協定の動きに加

え，官・民・学によって超スマート社会の

実現をめざすSociety 5.0の取り組みのほ

か，電力システム改革も進行中である。こ

れらの取り組みが，さらにエネルギー分野

の変革を進める要因ともなっている。日本

政府は，2050年までに80％のCO2を削減

するという目標を設定しており，エネルギ

ーシステムの見直しを求められている現状

だ。こうした潮流の中，日立は，2050年

を見据えた長期目標として設定した「日立

環境イノベーション2050」において，政

府と同様にCO2の80％削減というチャレ

ンジングな目標を掲げ，その目標の達成に

向かってさまざまな取り組みを展開してい

る（［11］ 参照）。

「目標のCO2 80％削減は，非常に高いハー

ドルです。電化をさらに進める必要があり

ますが，EVだけでは50％の削減にとどま

ります。同時に，原子力や再生可能エネル

ギーなど無炭素電源を全電源の75％超に

まで増やすことが，目標達成のためには重

要になってきます。EVの蓄電池をどのよう

に活用するか，再生可能エネルギー拡大に

伴う技術的課題をどのようにして解決する

か，研究所，研究者が果たすべき役割はま

すます大きくなっています」（森田）

Utility 3.0を予見した 
生活者中心の視点

　現在進行中の電力システム改革は，

2016年に電力の小売全面自由化を経て，

2020年の法的分離による発送電分離と小

売料金の全面自由化が実現する最終段階に

差しかかっている（［12］参照）。従来，全

国10社の電力会社が地域ごとに独占的に

電力を供給していた形が，さまざまな事業

者の参入や競争，全国レベルでの供給力の

活用，需要家の選択によるスマートな消費

など，より柔軟なシステムに生まれ変わる。

その結果，需要家である一般消費者のメ 

リットが増大するうえ，需要家の一部は

「プロシューマー」ともなってくる。

　これに伴って電力のビジネスモデルも大

きく変化すると予想されている。電力会社

が「エネルギーを届ける」にとどまってい

たUtility 1.0の時代が終わり，現在は，自

由化による発電と小売りの競争が始まって，

「エネルギーを取り引きする」Utility 2.0の

時代を迎えている。さらに今後は，「エネル

ギーをサービスする」Utility 3.0の時代へ

向かうというシナリオだ。

「エネルギーシステムも，効率化・スケール

アップから，分散化・自由化・デジタル化

による新しいフェーズに入り，エネルギー

分野に新しい事業者が続々と参入してダイ

ナミックに市場が動いていくでしょう。

Society 5.0やUtility 3.0の時代には，協

創による新しいビジネスモデルが生まれ，

事業者はこれまで以上に需要家・生活者の

視点が重要になってきます。日立としては，

高度な技術による『人にやさしい』ソリュ

ーションやサービスの実現，そして新たな

エコシステムをつくることを目標に取り組

んでいきます」（西野）

［10］ SDGs（持続可能な開発目標）における17の目標

低炭素社会

日立環境イノベーション2050

環境ビジョン

高度循環社会

自然共生社会

自然資本へのインパクトの最小化

水 ・ 資源循環型社会を構築
水 ・ 資源利用効率を2050年度までに

50％改善（日立グループ内2010年度比）

バリューチェーンを通して，CO2排出量を
2050年度までに80％削減，
2030年度までに50％削減

（2010年度比）

日立は，ステークホルダーとの協創による社会イノベー
ション事業を通じて，環境課題を解決し，生活の質の

向上と持続可能な社会の両立を実現します。

［11］ 環境ビジョンと日立環境イノベーション2050
中長期的な視点から環境に配慮する日立の企業姿勢を内
外に示すものであり，地球環境問題の解決にグループ全
体が一丸となって取り組んでいく決意を込めている。
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「集中と分散が共存」する 
世界をめざして

　そうしたSociety 5.0やUtility 3.0の時

代に向けて，日立はどのような将来ビジョ

ンの下で研究開発を推し進めているのか。

「日立は，長期的な姿として再生可能エネ

ルギーを電力系統に自由に接続できるグ 

リッドを構想しています。言い換えれば，

大規模系統と分散型のシステム，すなわち

『集中と分散が共存』する世界をめざすとい

うことです。現在，主となっているのは，

電力会社の中央給電指令所が大規模・分散

電源を統括する基幹システムですが，自然

エネルギーを地産地消する分散システムの

割合を多くし，将来的には半分近くにする

ことがエネルギーセキュリティの実現にも

つながると考えています」（森田）

　具体的には，地域システムに関連しては，

需要者側に近いコミュニティのマイクログ

リッドやエネルギーマネジメントシステム

の開発などがある。柏の葉スマートシティ

やマウイ島のスマートグリッドは，その例

となる世界でも先進的な取り組みである。

マイクログリッドに関しては，電力系統を

介して連携した複数のマイクログリッド間

で電力を融通し，地域全体でエネルギー効

率を向上させるための研究開発のほか，仮

想発電所とも言えるVPP技術のソリュー 

ションへの展開も進めている。基幹システ

ムに関しては再生可能エネルギーがグリッ

ドに占める割合が大きくなることから，ベ

ース電力と調整を行う広域系統の制御技術

をはじめ，電力系統安定化ソリューション

に注力している。

「将来的には，遠く離れた地域の分散電源

を日本全国に送電することも必要になって

くるはずです。制御でどこまでできるか，

社会ミニマムコストを考慮し，最適なソ 

リューションを開発していくことが求めら

れます。私たちは，再生可能エネルギーの

出力・負荷変動に基づいて電圧維持と送電

ロス削減を両立させる，未来予測型VQC

（Voltage Reactive Power Control 

System）の開発など，電力システム改革

のその先の広域統合を見据えた研究開発を

進めているわけです」（森田）

　さらに無炭素電源の再生可能エネルギー

に関しては5MW浮体式洋上風力発電シス

テム「ふくしま浜風」など，ロータをタワ

ーの風下側に配置するダウンウィンド型の

風車開発に取り組んでいる（［13］ 参照）。

また，次世代原子力発電システムの研究も

引き続き行っている。発電プラントの安全

性・信頼性の研究に携わってきたエネルギ

ーイノベーションセンタ 主管研究員の可

児祐子が言う。

Energ y/Env i ron ment

［11］ 環境ビジョンと日立環境イノベーション2050

電力

2015年 2016年 2017年

措置済み

第2段階
（小売全面自由化）

第3段階
（送配電部門の法的分離）

導管部門の
法的分離（大手3社）

ガスの小売
全面自由化

熱供給事業
の自由化

ガス・熱の
業務を追加

新規制組織
の創設（電力の
業務の開始）

第1段階
（広域機関創設）

自由化に先立って
託送供給約款の

認可が必要

自由化に先立って
託送供給約款の

認可が必要

2020年 2022年

都市ガス

熱

規制組織

出典：資源エネルギー庁「電力・ガス・熱システム改革について（報告）」（2015年8月）

［12］ 日本の電力・ガス・熱システム改革のスケジュール
一体的な制度改革により業態ごとの「市場の垣根」を撤廃し，エネルギー企業の相互参入
や異業種からの新規参入を進める。これにより，競争によるコスト低廉化と消費者の利便
性向上，総合エネルギー企業による海外市場の開拓・獲得をめざす。

1985年入社，日立研究所所長，技術戦略
室長などを経て，現在，電力，原子力，エ
ネルギーソリューション事業分野の技術統
括に従事。工学博士。

西野 由高
電力・エネルギー業務統括本部
CTO

項目 仕様

定格電力 5.0MW

ハブ高さ 86m

風車型式 ダウンウィンド

浮体型式 アドバンストスパー

係留型式 カテナリー

係留本数 6本

外観 仕様

［13］ 5MW 浮体式洋上風力発電システム「ふくしま浜風」の概要
経済産業省委託事業「福島浮体式洋上ウィンドファーム実証研究事業」において
建設されたものである。

電気出力

炉内圧力

燃料集合体数

制御棒数

圧力容器

蒸気乾燥器

気水分離器

燃料集合体炉心

燃料集合体
短尺化

約2.4m

約7m

1，356MWe

7.1MPa

720

223

項目 仕様

［14］ 環境負荷を低減するRBWRの炉内機器
実績のあるABWR（Advanced BWR）技術を適用し，安全性を確保しながら高レベル廃
棄物の有害度を低減し，環境負荷低減を可能とするプラント概念と仕様を構築している。
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「原子力発電に関わるメーカーとして，事

業部門と研究部門が一体となって，まずは

福島第一原発の廃炉を最後までやり遂げる

ことが重要な使命だと考えています。その

うえで，3.11を契機に原子力のサステイナ

ビリティ実現に向けた取り組みも進めてい

ます。現行炉については，再生可能エネル

ギーに対して競争力のある発電コストを実

現するため，プラントデータを利用した稼

働率の向上やリスク評価の推進，将来炉に

ついては，水冷と空冷をミックスさせるこ

とによって所内外電源に頼らず冷却を継続

できる時間を延ばした革新的なBWR（沸騰

水型原子炉）を開発しているところです」

　また，新たな取り組みとして，実績を有

するBWR技術をベースに，高レベル廃棄

物による環境への負荷を緩和できる次世代

軽 水 炉，RBWR（Resource-renewable 

BWR）の開発を推進している（［14］参照）。

原子力発電では，燃料であるウランを燃焼

した際に副産物として発生するTRU（長寿

命元素）が廃棄物となって蓄積することが

問題となっている。RBWRではTRUを燃料

として燃やし尽くすことで，廃棄物の有害

度が天然ウランと同程度に減衰するまでの

期間を約10万年から数百年に短縮する。

「RBWRでは実績のあるABWR（Advanced 

BWR）の安全システムやタービンなどのプ

ラント周辺機器を用いますが，燃料集合体

および炉内機器については新たに開発し，

成立性を確認する必要があります。これま

で米国大学との共同研究で各種課題をクリ

アし，実現見通しが徐々に高まってきてい

ます。今後も開発を進め，高レベル廃棄物

の問題解決に向けた技術を構築したいと考

えています」（可児）

エネルギー融通社会を見据えた 
構想力を生かす

　Society 5.0，そしてUtility 3.0が進む

中で，エネルギーシステムはもちろん，社

会の姿も大きく変わっていくはずである。

とはいえ，西野は「エネルギーインフラは

今まで通りに最後まで安定した基盤である

ことが求められる」と指摘する。日立が進

めている「集中と分散の共存」の取り組み

は，基幹システムと分散システムの両輪で，

「3E＋S（安定供給，経済効率性，環境適

合性と安全性）」の実現をめざすものでもあ

る。特に再生可能エネルギーの大量導入の

実現には，エリアごとの対策が難しく，電

力網の運用を日本全国で考えていく必要が

ある。日立は，電力システム改革後の広域

統合を見据え，系統の中核となるデジタル

アバターの開発にも着手している（［15］

参照）。さらに，やがて到来するUtility 3.0

時代に向けては，日立東大ラボにおいて超

1999年入社，電力・電機開発研究所，エ
ネルギー・環境システム研究所，日立研究
所を経て，現在，原子力システム，燃料サ
イクル技術の研究開発に従事。博士(理学)。

可児 祐子
エネルギーイノベーションセンタ
主管研究員

スマート社会の実現に向けた将来の電力シ

ステムについて議論を進めながら，グロー

バルなサービス事業を展開していく予定だ

（［16］ 参照）。

「いずれ再生可能エネルギーの拡大に伴っ

てエネルギー単価が下がり，限界費用コス

トがゼロに近づくとともに，双方向・異業

種間でエネルギーを融通する社会になって

いくでしょう。そのとき，消費者はエネル

ギーの安定供給にお金を払うのではなく，

サービスにお金を支払うようになり，個人

と個人の間でエネルギーを介してさまざま

な価値を交換する新しいサービスなどが出

てくるものと予想されます。日立は，これ

まで電力・エネルギー分野においてBtoB

のビジネスを中心にしてきました。生活者

中心の視点に立脚したうえで，従来のエネ

ルギー事業の枠を越えてこれから何ができ

るのか。エネルギー融通社会に向け，日立

ならではの構想力をもって取り組んでいき

たいと考えています」（西野）

広域系統運用
メガソーラ

風力ファーム

次世代
原子力

EV急速充電

給湯機器

蓄電池

スマートシティ

VPP

ルーフトップPV

エネルギー
P2P取引

地域システム

基幹システム

地産地消によるエネルギーサービス事業創生

中央給電指令所が大規模 ・ 分散電源を統括

［15］ 日立が考える電力システム改革後の広域統合コンセプト
基幹インフラの整備と地産地消の推進，大規模電源と再生可能エネルギー，制御対象の
設備から人への拡張など，「集中と分散の共存」を図っていく。

P2P（Peer to Peer），VPP（Virtual Power Plant）

［16］ 日立東大ラボ主催のフォーラムでの議論風景




